






































（２）【運用実績】

①【純資産等の推移】

 下記計算期間末における本投資法人の総資産額、純資産総額及び１口当たり純資産額は、以下のとおりです。

なお、総資産額、純資産総額、１口当たりの純資産額について、期中では正確に把握できないため、各月末にお

ける推移は記載していません。 

年月日
総資産額（百万円）

（注１）
純資産総額（百万円）

（注１）
１口当たりの純資産額（円）

（注２）

第18期中間計算期間末

（2017年６月30日）
309,988 175,133 46,554

第18期計算期間末

（2017年12月31日）

352,183

(337,411)

201,963

(187,191)

50,354

(46,671)

第19期中間計算期間末

（2018年６月30日）
343,603 193,731 48,301 

（注１）総資産額及び純資産総額は、帳簿価額を記載しています。 

（注２）１口当たりの純資産額は、円未満を切り捨てて表示しています。 

（注３）括弧内の数値は、分配落ち後の金額です。 

 

 また、本投資口は、東京証券取引所不動産投資信託証券市場に2006年６月14日付にて上場されており、同所に

おける市場相場は以下のとおりです。 

計算期間別最高・ 

最低投資口価格 

（注） 

回次 第18期中 第18期 第19期中 

決算年月 2017年６月 2017年12月 2018年６月 

最高（円） 81,200 81,200 85,000 

最低（円） 72,600 71,100 75,000 

 

第19期中の月別

最高・最低投資

口価格及び本投

資口売買高 

（注） 

月別 2018年１月 2018年２月 2018年３月 2018年４月 2018年５月 2018年６月 

最高（円） 82,700 81,300 77,900 82,800 82,900 85,000 

最低（円） 75,800 76,200 75,000 75,300 80,100 81,000 

売買高（口） 271,260 231,152 234,480 238,971 228,858 228,041 

（注）最高・最低投資口価格は、東京証券取引所不動産投資信託証券市場の終値によります。 

 

②【分配の推移】

計算期間 分配総額（千円） １口当たり分配金（円）

第18期中 2017年１月１日～2017年６月30日  中間分配制度がないため、該当事項はありません。 

第18期 2017年１月１日～2017年12月31日 14,771,949 3,683

第19期中 2018年１月１日～2018年６月30日  中間分配制度がないため、該当事項はありません。 

 

③【自己資本利益率（収益率）の推移】

計算期間
自己資本利益率（％）

（注１）
年換算（％）
（注２）

第18期中 2017年１月１日～2017年６月30日 3.3 6.7

第18期 2017年１月１日～2017年12月31日 7.3 7.3

第19期中 2018年１月１日～2018年６月30日 3.2 6.5

(注１）自己資本利益率＝中間（当期）純利益／（（期首純資産額＋中間計算期間末又は計算期間末純資産額）÷２）×100 

(注２）年換算の数値は、当該中間計算期間の日数（第18期中間期：181日、第19期中間期：181日）の年間の日数に対する割合により

年換算したものを小数点以下第二位を四捨五入して表示しています。 
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（３）【投資リスク】

 最新計算期間に係る有価証券報告書に記載した投資リスクについて、その内容について変更又は追加があった

箇所は下記のとおりです。変更又は追加があった箇所を下線で示しています。下記を除いて重要な変更はありま

せん。 

 なお、下記の見出しに付された項目番号は、最新計算期間に係る有価証券報告書における「第一部 ファンド

情報 第１ ファンドの状況 ３ 投資リスク （１）リスク要因」の項目番号に対応するものです。 

 

② 本投資法人の仕組み及び関係者への依存に関するリスク 

（ニ）本投資法人の関係者への依存、利益相反に関するリスク 

 本投資法人は、投信法に基づき、資産の運用を本資産運用会社に、資産の保管を資産保管会社に、一般事務を

一般事務受託者に、それぞれ委託しています。本投資法人の円滑な業務遂行の実現のためにはこれらの者の能

力、経験及びノウハウに依存するところが大きいと考えられますが、これらの者が業務遂行に必要な人的・財政

的基盤等を必ずしも維持できる保証はありません。 

 また、一定の場合には、本投資法人と本資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者との委託契約が解約

されることがあります。投信法上、資産の運用、資産の保管及び一般事務に関しては第三者に委託することが制

度上要求されているため、委託契約が解約された場合には、本投資法人が新たな受託者に委託する必要がありま

す。しかし、新たな受託者を選任できる保証はなく、速やかに選任できない場合には運用が実質的に機能しない

可能性があり、本投資法人の存続及び収益等に悪影響を及ぼし、投資主に損害を与える可能性があります。 

 また、本投資法人の運営は、本資産運用会社の人材に大きく依存しており、これらの人材が失われた場合、本

投資法人の運営に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 このほかに、本資産運用会社又は本投資法人若しくは運用資産である不動産信託受益権に関する信託受託者か

ら委託を受ける業者として、ＰＭ会社、建物の管理会社等があります。本投資法人の収益性の向上のためにはこ

れらの者の能力、経験及びノウハウに依存するところも大きいと考えられますが、これらの者が業務遂行に必要

な人的・財政的基盤等を必ずしも維持できる保証はありません。 

 ホテルにおいては、不動産の保守管理、転借人の管理等の業務を不動産のホテル賃借人（例えばシングルテナ

ント及び核テナント）あるいはホテル運営受託者並びにホテル運営支援会社に大きく依存することがあり、この

ような場合に、ホテル賃借人あるいはホテル運営受託者並びにホテル運営支援会社が何らかの理由により適切な

管理を行えなくなった又は行わなくなった場合、本投資法人の収益や運用資産である不動産の資産価値等に悪影

響を及ぼす可能性があります。さらに、資産運用会社は他の投資法人等の資産運用会社となる可能性があり、そ

の場合、上記の善管注意義務や忠実義務等の存在にもかかわらず、本投資法人に不利益となる意思決定をする可

能性があります。 

 また、本資産運用会社が他の不動産ファンド等の投資一任業務及び投資助言業務の受託等を行う場合、本投資

法人の投資対象と競合する可能性があります。そのため、本資産運用会社は「パイプライン会議規程」を制定

し、本資産運用会社が入手する不動産等案件情報に関して、取得のための優先検討権について、特定の不動産等

案件情報が、売主等の要望又は事情等により、本投資法人以外のファンド等との関係においてのみ取得の検討が

行われるべきものである場合を除き、本投資法人が常に他のファンド等よりも優先されることとしています。し

たがって、実際に物件取得希望が競合し、他のファンド等が本投資法人に先立って優先検討権を取得することは

ないものと想定していますが、かかる想定とは異なり、かかるルールに反する物件の取得検討が行われる場合

や、かかるルールが変更される場合には、本投資法人の取得機会が減少すること等により、本投資法人の利益を

害することとなる可能性があります。 

 さらに、本資産運用会社が複数のファンド等の投資一任業務及び投資助言業務を受託する場合、かかる業務に

おいて負担することのある契約上の補償義務を負担するなどの事業上のリスクが存在します。かかる事業上のリ

スクが現実化した場合には、本資産運用会社が本投資法人の資産運用会社として業務を遂行する上で必要な財政

的基盤等が損なわれ、本投資法人の運営に悪影響を及ぼす可能性があります。 

 また、本投資法人の資産運用会社の株主若しくは資産運用会社の役職員の出向元及び出向先企業等、本投資法

人に現在関与し又は将来関与する可能性がある法人その他投信法に定める利害関係人等に該当する法人及びその

関連会社等（以下「資産運用会社関係者」といいます。）は、資産運用会社を介して本投資法人が行う取引につ

いて、それぞれの立場において自己又は第三者の利益を図ることが可能な立場にあります。加えて、資産運用会

社関係者は、自ら不動産投資、運用業務を行い又は将来行うことがあるほか、資産運用業務を行う他の会社に出

資を現在行い又は将来行う可能性があります。そのため、本投資法人と資産運用会社関係者が特定の資産の取得

に関して競合する場合、本投資法人が当該資産を取得できない場合があります。その場合には、本投資法人の利

益を害することとなる可能性があります。 
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３【資産運用会社の概況】

（１）【資本金の額】

本書の日付現在  ３億円

 

（２）【大株主の状況】

  （本書の日付現在）
 

名称 住所
所有株式数
（株）

比率(％)
（注）

Rockrise Sdn Bhd

（ロックライズ社）

Lot 6.05, Level 6, KPMG Tower, 8

First Avenue, Bandar Utama, 47800

Petaling Jaya, Selangor Darul Ehsan,

Malaysia

12,700 87.6

株式会社共立メンテナンス 東京都千代田区外神田二丁目18番８号 1,500 10.3

オリックス株式会社 東京都港区浜松町二丁目４番１号 300 2.1

合計 14,500 100.0

（注）発行済株式総数に対する所有株式数の割合を表しています。 
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（３）【役員の状況】

 本書の日付現在における本資産運用会社の役員は以下のとおりです。

役職名 氏名 主要略歴
所有

株式数

代表取締役

社長
古川 尚志 

1982年４月 

1984年１月 

1990年７月 

 

 

 

2000年４月 

 

 

 

2004年５月 

 

2013年８月 

 

2014年６月 

 

住友不動産株式会社 ビル事業部 

同社 米国子会社 

モルガン・スタンレー証券会社（現三菱UFJモルガン・ス

タンレー証券株式会社） 

投資銀行本部 不動産グループ 

エグゼクティブ・ディレクター 

ウォーバーグ・ディロン・リード証券会社（現UBS証券株

式会社） 

企業金融本部 不動産セクターチーム 共同責任者 

エグゼクティブ・ディレクター 

Rockpoint Group, L.L.C. 

日本オフィス代表者 プリンシパル 

株式会社リバー・フローズ 設立 

代表取締役 

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社 

代表取締役社長（現職） 

0

取締役 松原 宗也

1986年４月

 

1998年12月

 

2001年３月

 

 

2009年６月

2012年４月

 

2013年５月

2014年４月 

2015年３月 

株式会社百十四銀行

国際部 課長代理

デロイト・トーマツ・コンサルティング株式会社

金融事業部 マネージャー

ゴールドマン・サックス・リアルティ・ジャパン有限会社

アクイジション部 ディレクター兼ストラテジック・マネ

ジメントグループ共同グループ長

ジャパン・ホテル・アンド・リゾート株式会社 取締役

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社

取締役（現職） 財務・企画本部長

同社 経理財務本部長

同社 経理財務本部長兼財務部長 

同社 財務企画本部長兼財務企画部長（現職） 

0

取締役 石戸 俊啓

1999年４月

2002年７月

 

2003年８月

2006年９月 

 

2007年４月

2012年４月

 

2013年３月

株式会社価値総合研究所

KPMGビジネスアドバイザリーLLC 東京支店（現株式会社

KPMG FAS）

同社 ホスピタリティーグループ マネジャー

ジャパン・ホテル・アンド・リゾート株式会社

アクイジション部 シニア・マネージャー

同社 取締役運用本部長

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社

運用本部長（現職）兼アクイジション部長

同社 取締役（現職）

0
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役職名 氏名 主要略歴
所有

株式数

取締役 板橋 昇

1995年４月 

1998年１月 

 

1999年８月 

 

2006年９月 

 

2007年４月 

2012年４月 

 

2015年３月 

旭日産業株式会社 金属加工品部 

株式会社ロスマンズ・ジャパン（現ブリティッシュ・アメリ

カン・タバコ・ジャパン合同会社）ファイナンス部 

サン・マイクロシステムズ株式会社 

フィールド・ファイナンス部 

ジャパン・ホテル・アンド・リゾート株式会社 

財務・経理部 シニア・マネージャー 

同社 管理本部長 

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社 

経理部長 

同社 取締役管理本部長兼経理部長（現職） 

0

取締役 青木 陽幸

1994年９月

1997年６月

2001年11月

2002年７月 

 

2005年８月

 

2008年１月

2011年11月

 

 

2011年12月

 

2012年４月

デロイト＆トウシュＬＬＰ ニューヨーク事務所監査部

インガーソル・ランド本社監査部

アーサーアンダーセン税務事務所（現ＫＰＭＧ税理士法人）

リップルウッド・ホールディングスＬＬＣ

ホテル投資グループ バイスプレジデント

クリエーティブ・リノベーション・グループ・ジャパン

財務担当バイスプレジデント

東京ベンチャーギア株式会社 取締役

ＲＥキャピタル・サービス・ジャパン株式会社（現ＳＣキャ

ピタル・パートナーズ・ジャパン株式会社）

代表取締役（現職）（注）

ジャパン・ホテル・アンド・リゾート株式会社 

監査役（非常勤）

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社

取締役（非常勤）（現職）

0

取締役会長

Suchad

Chiaranussati

（スチャッ

ド・チアラヌ

サッティ）

1987年10月 

1991年10月 

 

1992年11月 

 

1998年11月 

1999年４月 

 

 

2007年10月 

2010年５月 

2010年８月 

 

2011年３月 

 

2015年８月 

2015年10月 

タイ中央銀行 

Temasek Holdings 

アシスタントマネージャー 

ＪＰモルガン 

ヴァイス・プレシデント 

タイ中央銀行 アドバイザー 

Westbrook 

アジア地域投資担当プリンシパル兼マネージング・ディレク

ター 

SC Management Limited マネージング・ディレクター（注） 

Rockrise Sdn Bhd ディレクター（現職）（注） 

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社 

取締役（非常勤） 

SC Capital Partners Pte. Ltd. （現SCCP Asset 

Management Pte. Ltd.）ディレクター（現職）（注） 

SC J-Holdings Pte. Ltd. ディレクター（現職）（注） 

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社 

取締役会長（非常勤）（現職） 

0
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役職名 氏名 主要略歴
所有

株式数

取締役

Ian George

Winston Lien

（イアン・ジョ

ージ・ウィンス

トン・リエン）

1989年５月

2002年２月

2003年２月 

2007年10月

 

2010年８月

 

2011年３月

Starwood Hotels & Resort Worldwide, Inc. 

Tembusu Investments Pte. Ltd.

Octagon Capital Partners Pte. Ltd. パートナー

SC Management Limited マネージング・ディレクター

（注）

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社

取締役（非常勤）（現職）

SC Capital Partners Pte. Ltd. （現SCCP Asset 

Management Pte. Ltd.）マネージング・ディレクター（現

職）（注） 

0

取締役

Chua Keng Kim

（チュア・ケン

グ・キム）

1988年３月

1995年４月

 

2007年６月

 

2007年11月

 

2008年９月

 

2010年８月

 

2013年８月 

 

2015年12月 

ＧＩＣ（シンガポール政府投資公社）

Rodamco PACIFIC B.V./Rodamco Asia N.V.

マネージング・ディレクター及び投資管理部長

Travelsky Technology Ltd.

独立取締役及び監査委員会委員

Stonegate China Properties Limited

最高経営責任者（ＣＥＯ）

SC Management Limited マネージング・ディレクター

（注） 

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社

取締役（非常勤）（現職）

SC Core Manager Pte. Ltd.（現SC J-Holdings Pte. 

Ltd.） ディレクター（現職）（注） 

SC Capital Partners Pte. Ltd. （現SCCP Asset 

Management Pte. Ltd.）ディレクター（現職）（注） 

0

監査役 関田 成夫

1974年４月

1979年10月

1998年３月

2000年４月

 

2002年１月

 

2005年８月

 

2010年９月

 

2010年12月 

2010年12月 

 

2012年４月

 

2013年10月 

大和証券株式会社

和光証券株式会社（現みずほ証券株式会社）

和光国際ヨーロッパ株式会社 社長（出向）

新光証券株式会社（合併により社名変更、現みずほ証券株

式会社） 公開引受部長

WestLB証券株式会社

インベストメント バンキンググループ ディレクター

クレディ・スイス証券株式会社

ストラクチャード インベストメント部 ディレクター

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社

顧問

同社 代表取締役社長

日本ホテルファンド投資法人（現ジャパン・ホテル・リー

ト投資法人）執行役員

ジャパン・ホテル・リート・アドバイザーズ株式会社

監査役（非常勤）（現職） 

アルファジャパンアセットアドバイザーズ株式会社 

コンプライアンスマネージャー（現職） 

0

 
（注）ＳＣキャピタル・パートナーズ・ジャパン株式会社、SC Management Limited、Rockrise Sdn Bhd、SC J-Holdings Pte. Ltd.及びSCCP 

Asset Management Pte. Ltd.は、SC CAPITAL PARTNERSグループ（旧RECAPグループ）に属する法人です。 
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（４）【事業の内容及び営業の状況】

①事業の内容 

 本資産運用会社は、金融商品取引法に定める金融商品取引業者として投資運用業及び投資一任業務並びに投資

助言業務を行っています。 

 

②営業の概況 

 本書の日付現在、本資産運用会社が資産の運用を行う投資法人又は運用の指図を行う投資法人は、本投資法人

のみです。 
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４【投資法人の経理状況】

① 中間財務諸表の作成方法について

 本投資法人の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令

第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。）並びに同規則第38条及び第57条の規定により、「投資法人の計算

に関する規則」（平成18年内閣府令第47号。その後の改正を含みます。）に基づいて作成しています。

 

② 監査証明について

 本投資法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第19期中間計算期間（2018年１月１日から

2018年６月30日まで）の中間財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人の中間監査を受けています。

 

③ 中間連結財務諸表について

 本投資法人は、子会社がありませんので中間連結財務諸表は作成していません。
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（１）【中間貸借対照表】

    （単位：千円） 

  第18期 
(2017年12月31日) 

第19期中間期 
(2018年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 16,179,716 11,011,580 

信託現金及び信託預金 11,740,634 10,411,285 

営業未収入金 2,411,837 1,742,883 

前払費用 573,439 483,044 

未収還付法人税等 32 - 

デリバティブ債権 - 6,040 

その他 14,205 21,698 

流動資産合計 30,919,866 23,676,532 

固定資産    

有形固定資産    

機械及び装置 278,899 326,059 

減価償却累計額 △119,213 △133,511 

機械及び装置（純額） 159,686 192,548 

工具、器具及び備品 2,438,070 2,605,296 

減価償却累計額 △1,132,473 △1,293,133 

工具、器具及び備品（純額） 1,305,597 1,312,163 

信託建物 ※１ 122,414,147 ※１ 123,075,488 

減価償却累計額 △15,153,003 △16,846,453 

信託建物（純額） 107,261,144 106,229,034 

信託構築物 2,493,765 2,507,493 

減価償却累計額 △304,817 △337,253 

信託構築物（純額） 2,188,948 2,170,239 

信託機械及び装置 580,867 589,607 

減価償却累計額 △99,228 △113,150 

信託機械及び装置（純額） 481,638 476,457 

信託工具、器具及び備品 137,266 137,266 

減価償却累計額 △87,308 △91,866 

信託工具、器具及び備品（純額） 49,957 45,400 

信託土地 171,618,110 171,618,110 

信託建設仮勘定 1,512 52,954 

有形固定資産合計 283,066,595 282,096,908 

無形固定資産    

ソフトウエア 200,001 188,600 

信託借地権 28,648,457 28,648,457 

信託定期借地権 5,313,494 5,244,355 

その他 9,116 8,776 

無形固定資産合計 34,171,069 34,090,190 

投資その他の資産    

差入保証金 12,520 12,520 

信託差入敷金及び保証金 158,323 158,323 

長期前払費用 3,008,327 2,779,913 

デリバティブ債権 123,334 123,231 

修繕積立金 319,058 283,442 

投資その他の資産合計 3,621,564 3,357,431 

固定資産合計 320,859,228 319,544,529 

繰延資産    

投資口交付費 272,107 195,637 

投資法人債発行費 132,059 186,818 

繰延資産合計 404,166 382,456 

資産合計 352,183,262 343,603,519 
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    （単位：千円） 

  第18期 
(2017年12月31日) 

第19期中間期 
(2018年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

営業未払金 909,971 346,447 

短期借入金 3,000,000 5,000,000 

1年内償還予定の投資法人債 - 2,000,000 

1年内返済予定の長期借入金 15,022,750 8,589,750 

未払費用 650,568 526,709 

未払法人税等 1,210 605 

未払消費税等 560,170 383,342 

前受金 900,259 905,668 

未払分配金 16,400 27,224 

預り金 22,098 8,163 

デリバティブ債務 23,471 4,418 

繰延税金負債 - 1,571 

その他 54,903 56,788 

流動負債合計 21,161,802 17,850,690 

固定負債    

投資法人債 23,600,000 31,600,000 

長期借入金 98,777,000 93,871,000 

預り敷金及び保証金 1,041,016 1,041,016 

信託預り敷金及び保証金 4,653,410 4,631,510 

デリバティブ債務 504,179 394,259 

繰延税金負債 38,954 38,928 

資産除去債務 443,577 444,600 

固定負債合計 129,058,138 132,021,315 

負債合計 150,219,940 149,872,006 

純資産の部    

投資主資本    

出資総額 153,516,129 153,516,129 

剰余金    

出資剰余金 21,746,398 21,746,398 

任意積立金    

一時差異等調整積立金 ※２ 13,127,153 ※２ 12,357,644 

任意積立金合計 13,127,153 12,357,644 

中間未処分利益又は中間未処理損失（△） 14,005,489 6,390,211 

剰余金合計 48,879,041 40,494,253 

投資主資本合計 202,395,170 194,010,383 

評価・換算差額等    

繰延ヘッジ損益 △431,849 △278,870 

評価・換算差額等合計 △431,849 △278,870 

純資産合計 ※３ 201,963,321 ※３ 193,731,512 

負債純資産合計 352,183,262 343,603,519 
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（２）【中間損益計算書】

    （単位：千円） 

 
第18期中間期 

自 2017年１月１日 
至 2017年６月30日 

第19期中間期 
自 2018年１月１日 
至 2018年６月30日 

営業収益    

不動産運用収入 ※１ 10,716,102 ※１ 11,749,691 

その他不動産運用収入 ※１ 555,982 ※１ 571,413 

営業収益合計 11,272,084 12,321,105 

営業費用    

不動産運用費用 ※１,※２ 3,683,291 ※１,※２ 4,071,061 

資産運用報酬 694,519 762,553 

資産保管・一般事務委託手数料 54,126 57,657 

役員報酬 7,200 6,500 

その他営業費用 92,034 103,955 

営業費用合計 4,531,172 5,001,728 

営業利益 6,740,912 7,319,377 

営業外収益    

受取利息 113 119 

未払分配金戻入 3,624 3,583 

保険差益 339 2,106 

固定資産税等還付金 - 10,354 

還付加算金 - 118 

金融派生商品利益 10,571 11,875 

営業外収益合計 14,648 28,158 

営業外費用    

支払利息 437,620 419,253 

投資法人債利息 84,036 116,618 

融資関連費用 203,770 299,397 

投資法人債発行費償却 10,245 13,323 

投資口交付費償却 58,407 76,470 

金融派生商品損失 6,598 31,490 

その他 3,207 3,214 

営業外費用合計 803,886 959,768 

経常利益 5,951,674 6,387,767 

税引前中間純利益 5,951,674 6,387,767 

法人税、住民税及び事業税 605 605 

法人税等合計 605 605 

中間純利益 5,951,069 6,387,162 

前期繰越利益 411 3,048 

中間未処分利益又は中間未処理損失（△） 5,951,480 6,390,211 
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（３）【中間投資主資本等変動計算書】

第18期中間期（自 2017年１月１日 至 2017年６月30日）

              （単位：千円） 

  投資主資本 

  

出資総額 

剰余金 

投資主資本
合計 

  

出資剰余金 

任意積立金 中間未処分
利益又は中
間未処理損
失（△） 

剰余金合計 
  配当積立金 

一時差異等
調整積立金 

任意積立
金合計 

当期首残高 134,829,448 21,746,398 13,867,228 - 13,867,228 12,126,057 47,739,684 182,569,132 

当中間期変動額                 

配当積立金の取崩     △13,867,228   △13,867,228 13,867,228 - - 

一時差異等調整積
立金の積立       13,127,153 13,127,153 △13,127,153 - - 

剰余金の配当           △12,865,721 △12,865,721 △12,865,721 

中間純利益           5,951,069 5,951,069 5,951,069 

投資主資本以外の
項目の当中間期変
動額（純額） 

                

当中間期変動額合計 - - △13,867,228 13,127,153 △740,075 △6,174,577 △6,914,652 △6,914,652 

当中間期末残高 
※１ 

134,829,448 
21,746,398 - 13,127,153 13,127,153 5,951,480 40,825,032 175,654,480 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △580,019 △580,019 181,989,112 

当中間期変動額       

配当積立金の取崩     - 

一時差異等調整積
立金の積立     - 

剰余金の配当     △12,865,721 

中間純利益     5,951,069 

投資主資本以外の
項目の当中間期変
動額（純額） 

59,108 59,108 59,108 

当中間期変動額合計 59,108 59,108 △6,855,543 

当中間期末残高 △520,911 △520,911 175,133,569 
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第19期中間期（自 2018年１月１日 至 2018年６月30日）

            （単位：千円） 

  投資主資本 

  

出資総額 

剰余金 

投資主資本
合計 

  

出資剰余金 

任意積立金 中間未処分利
益又は中間未

処理損失
（△） 

剰余金合計 
  

一時差異等
調整積立金 

任意積立金
合計 

当期首残高 153,516,129 21,746,398 13,127,153 13,127,153 14,005,489 48,879,041 202,395,170 

当中間期変動額               

一時差異等調整積立
金の取崩     △769,508 △769,508 769,508 - - 

剰余金の配当         △14,771,949 △14,771,949 △14,771,949 

中間純利益         6,387,162 6,387,162 6,387,162 

投資主資本以外の項
目の当中間期変動額
（純額） 

              

当中間期変動額合計 - - △769,508 △769,508 △7,615,278 △8,384,787 △8,384,787 

当中間期末残高 
※１ 

153,516,129 
21,746,398 12,357,644 12,357,644 6,390,211 40,494,253 194,010,383 

 

       

  評価・換算差額等 

純資産合計 
  

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △431,849 △431,849 201,963,321 

当中間期変動額       

一時差異等調整積立
金の取崩     - 

剰余金の配当     △14,771,949 

中間純利益     6,387,162 

投資主資本以外の項
目の当中間期変動額
（純額） 

152,978 152,978 152,978 

当中間期変動額合計 152,978 152,978 △8,231,808 

当中間期末残高 △278,870 △278,870 193,731,512 
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（４）【中間キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
第18期中間期 

自 2017年１月１日 
至 2017年６月30日 

第19期中間期 
自 2018年１月１日 
至 2018年６月30日 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前中間純利益 5,951,674 6,387,767 

減価償却費 1,756,345 2,031,821 

固定資産除却損 18,551 11,701 

金融派生商品損益（△は益） △3,973 19,614 

投資法人債発行費償却 10,245 13,323 

投資口交付費償却 58,407 76,470 

受取利息 △113 △119 

支払利息 521,656 535,872 

還付加算金 - △118 

営業未収入金の増減額（△は増加） 549,190 668,954 

前払費用の増減額（△は増加） 78,607 90,394 

長期前払費用の増減額（△は増加） 187,198 228,413 

営業未払金の増減額（△は減少） △115,764 △109,333 

未払費用の増減額（△は減少） △56,625 △137,356 

未払消費税等の増減額（△は減少） △164,433 △176,827 

前受金の増減額（△は減少） 2,999 5,409 

預り金の増減額（△は減少） △105,235 △13,934 

その他 △46,453 △5,704 

小計 8,642,280 9,626,348 

利息の受取額 144 150 

利息の支払額 △524,399 △522,374 

還付加算金の受取額 - 118 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △915 △1,177 

営業活動によるキャッシュ・フロー 8,117,109 9,103,065 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

信託有形固定資産の取得による支出 △679,578 △1,080,305 

有形固定資産の取得による支出 △183,391 △255,151 

無形固定資産の取得による支出 △21,994 △60,514 

修繕積立金の支出 △4,348 △21,491 

信託預り敷金及び保証金の受入による収入 23,412 52,373 

信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △9,680 △70,836 

預り敷金及び保証金の返還による支出 △16 - 

投資活動によるキャッシュ・フロー △875,597 △1,435,927 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 - 5,000,000 

短期借入金の返済による支出 △1,700,000 △3,000,000 

長期借入れによる収入 1,700,000 5,050,000 

長期借入金の返済による支出 △554,250 △16,389,000 

投資法人債の発行による収入 - 10,000,000 

投資法人債発行費の支払額 - △68,082 

分配金の支払額 △12,860,311 △14,757,541 

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,414,561 △14,164,623 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △6,173,049 △6,497,484 

現金及び現金同等物の期首残高 26,373,866 27,920,350 

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 20,200,816 ※１ 21,422,866 
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（５）【中間注記表】

［継続企業の前提に関する注記］ 

該当事項はありません。

 

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］ 

１．固定資産の減価償

却の方法

(1）有形固定資産（信託財産を含む。）

定額法を採用しています。なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとおりです。

機械及び装置      ２～17年

工具、器具及び備品   ２～20年

信託建物        ２～62年

信託構築物       ２～62年

信託機械及び装置    ４～32年

信託工具、器具及び備品 ２～27年

(2）無形固定資産

定額法を採用しています。なお、主たる償却年数は以下のとおりです。

ソフトウエア（自社利用分） 社内における利用可能期間５年

また、信託定期借地権については、残存契約年数（41年及び49年）に基づく定額法を採

用しています。

(3）長期前払費用

定額法を採用しています。

２．繰延資産の処理方

法

(1）投資口交付費 

３年間で定額法により償却しています。 

(2）投資法人債発行費 

償還期間にわたり利息法により償却しています。 

３．収益及び費用の計

上基準

固定資産税等の処理方法 

保有する不動産等に係る固定資産税、都市計画税及び償却資産税等については、賦課決定

された税額のうち、当中間期に対応する額を不動産運用費用として費用処理する方法を採用

しています。 

なお、不動産等の取得に伴い、譲渡人に支払った取得日を含む年度の固定資産税等の精算

金は、不動産運用費用として計上せず、当該不動産等の取得価額に算入しています。 

不動産等の取得価額に算入した固定資産税等相当額は、第18期中間期、第19期中間期とも

該当ありません。 

４．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっています。

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段

金利スワップ取引

金利キャップ取引 

ヘッジ対象

借入金金利

(3）ヘッジ方針

本投資法人は、財務方針に基づき投資法人規約に規定するリスクをヘッジする目的でデ

リバティブ取引を行っています。

(4）ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の

累計とを比較し、両者の変動額の比率を検証することにより、ヘッジの有効性を評価して

います。
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５．中間キャッシュ・

フロー計算書にお

ける資金（現金及

び現金同等物）の

範囲

中間キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金及び信

託現金、随時引出し可能な預金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっています。 

６．その他中間財務諸

表作成のための基

本となる重要な事

項

(1）不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計処理方法

保有する不動産等を信託財産とする信託受益権につきましては、信託財産内の全ての資産

及び負債勘定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定について、中間貸借対照表及

び中間損益計算書の該当勘定科目に計上しています。

なお、当該勘定科目に計上した信託財産のうち重要性がある下記の科目については、中間

貸借対照表において区分掲記することとしています。

① 信託現金及び信託預金

② 信託建物、信託構築物、信託機械及び装置、信託工具、器具及び備品、信託土地、信

託建設仮勘定

③ 信託借地権、信託定期借地権、信託差入敷金及び保証金

④ 信託預り敷金及び保証金

(2）消費税等の処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理によっています。
 
 

［中間貸借対照表に関する注記］ 

※１．国庫補助金等により取得した有形固定資産の圧縮記帳額

（単位：千円）

 
 

第18期
（2017年12月31日）

第19期中間期
（2018年６月30日）

信託建物 24,921 24,921 

 

※２．一時差異等調整積立金の積立て及び取崩しの処理に関する事項 

  第18期（2017年12月31日）

（単位：千円）

  当初発生額
第18期

期首残高

第18期

積立額

第18期

取崩額

第18期

期末残高

積立て、取崩

しの発生事由

配当積立金

（注）
13,127,153 － 13,127,153 － 13,127,153

「投資法人の

計算に関する

規則」（平成

27年内閣府令

第27号）附則

第３項の経過

措置の適用

（注）第17期以前は「配当積立金」として計上していた負ののれん発生益に細分された金額の残額を、第18期にお

いて一時差異等調整積立金として積み立て、積み立てた期の翌期以降、50年以内に毎期均等額以上を取り崩

す予定です。

 

  第19期中間期（2018年６月30日） 

（単位：千円）

  当初発生額
第19期

期首残高

第19期中間期

積立額

第19期中間期

取崩額

第19期中間期

期末残高

積立て、取崩

しの発生事由

配当積立金

（注）
13,127,153 13,127,153 － 769,508 12,357,644 分配金に充当

（注）第17期以前は「配当積立金」として計上していた負ののれん発生益に細分された金額の残額であり、積み立

てた期の翌期以降、50年以内に毎期均等額以上を取り崩す予定です。
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※３．投信法第67条第４項に規定する最低純資産額 

 
 

第18期
（2017年12月31日）

第19期中間期
（2018年６月30日）

  50,000千円 50,000千円 

 

［中間損益計算書に関する注記］ 

※１．不動産運用損益の内訳

（単位：千円）

 
第18期中間期

自 2017年１月１日
至 2017年６月30日

第19期中間期
自 2018年１月１日
至 2018年６月30日

Ａ．不動産運用収益    

不動産運用収入    

 固定賃料 6,258,229 6,858,614 

 変動賃料 3,271,841 3,636,962 

 運営委託収入 1,186,031 1,254,114 

計 10,716,102 11,749,691

その他不動産運用収入    

 駐車場使用料 83,394 81,659 

 その他付帯収益 31,282 31,676 

 水道光熱費収入 373,573 387,112 

 その他 67,732 70,964 

計 555,982 571,413 

不動産運用収益合計 11,272,084 12,321,105

Ｂ．不動産運用費用    

不動産運用費用    

 支払地代・その他賃借料 461,618 455,425 

 固定資産税等 710,238 802,682 

 外注委託費（注） 285,511 303,715 

 損害保険料 22,998 23,846 

 減価償却費 1,756,345 2,031,821 

 固定資産除却損 18,551 11,701 

 修繕費 18,462 23,654 

 水道光熱費 381,884 391,397 

 信託報酬 21,716 21,836 

 その他 5,964 4,981 

不動産運用費用合計 3,683,291 4,071,061

Ｃ．不動産運用損益（Ａ－Ｂ） 7,588,793 8,250,043

（注）第18期中間期の外注委託費には、運営委託費が108,479千円、第19期中間期の外注委託費には、運営委託費が116,346千円含まれておりま

す。 

 

※２．減価償却実施額は、次のとおりです。

（単位：千円）

 
第18期中間期

自 2017年１月１日
至 2017年６月30日

第19期中間期
自 2018年１月１日
至 2018年６月30日

有形固定資産 1,662,754 1,932,969 

無形固定資産 93,591 98,852 
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［中間投資主資本等変動計算書に関する注記］ 

 
第18期中間期

自 2017年１月１日
至 2017年６月30日

第19期中間期
自 2018年１月１日
至 2018年６月30日

 ※１.発行可能投資口総口数及び

発行済投資口の総口数
   

 発行可能投資口総口数 20,000,000口 20,000,000口 

 発行済投資口の総口数 3,761,907口 4,010,847口 

 

［中間キャッシュ・フロー計算書に関する注記］ 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（単位：千円）

 
第18期中間期

自 2017年１月１日
至 2017年６月30日

第19期中間期
自 2018年１月１日
至 2018年６月30日

現金及び預金 10,340,286 11,011,580 

信託現金及び信託預金 9,860,530 10,411,285 

現金及び現金同等物 20,200,816 21,422,866 

 

［リース取引に関する注記］ 

オペレーティング・リース取引（貸主側）

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

 
第18期

（2017年12月31日）
第19期中間期

（2018年６月30日）

１年内 1,520,073 1,786,196 

１年超 4,685,123 4,607,674 

合計 6,205,197 6,393,871 
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［金融商品に関する注記］ 

金融商品の時価に関する事項

 中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、時

価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めていません。（注２）

 

第18期（2017年12月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1）現金及び預金 16,179,716 16,179,716 －

(2）信託現金及び信託預金 11,740,634 11,740,634 －

(3）営業未収入金 2,411,837 2,411,837 －

資産計 30,332,188 30,332,188 －

(4）短期借入金 3,000,000 3,000,000 －

(5）１年内償還予定の投資法人債 － － －

(6）１年内返済予定の長期借入金 15,022,750 15,022,750 －

(7）投資法人債 23,600,000 23,621,270 21,270

(8）長期借入金 98,777,000 98,777,000 －

負債計 140,399,750 140,421,020 21,270

(9）デリバティブ取引（※） (404,316) (404,316) －

 

第19期中間期（2018年６月30日） 

 
中間貸借対照表計上額

（千円）
時価

（千円）
差額

（千円）

(1）現金及び預金 11,011,580 11,011,580 －

(2）信託現金及び信託預金 10,411,285 10,411,285 －

(3）営業未収入金 1,742,883 1,742,883 －

資産計 23,165,749 23,165,749 －

(4）短期借入金 5,000,000 5,000,000 －

(5）１年内償還予定の投資法人債 2,000,000 2,007,000 7,000

(6）１年内返済予定の長期借入金 8,589,750 8,589,750 －

(7）投資法人債 31,600,000 31,672,800 72,800

(8）長期借入金 93,871,000 93,871,000 －

負債計 141,060,750 141,140,550 79,800

(9）デリバティブ取引（※） (269,406) (269,406) －

（※）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、（ ）で示しています。 

 
（注１）金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項

(1）現金及び預金、(2）信託現金及び信託預金、（3）営業未収入金、(4）短期借入金

 これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいといえることから、当該帳

簿価額によっています。

(5）１年内償還予定の投資法人債、（7）投資法人債

 これらの時価については、市場価格に基づき算定する方法によっています。

(6)１年内返済予定の長期借入金、(8）長期借入金 

 これらは、変動金利によるものであり、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいといえることから、当該帳簿価額によっています。

(9）デリバティブ取引 

 後記「デリバティブ取引に関する注記」をご参照ください。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額） 

（単位：千円）

区分
第18期

2017年12月31日
第19期中間期
2018年６月30日

預り敷金及び保証金 1,041,016 1,041,016

信託預り敷金及び保証金 4,653,410 4,631,510

合計 5,694,426 5,672,526

預り敷金及び保証金、信託預り敷金及び保証金 

 賃貸物件における賃借人から預託されている預り敷金及び保証金等は市場価格がなく、かつ、賃借人の入居か

ら退去までの実質的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的に将来キャッシュ・フローを見積

もることが極めて困難と認められるため、時価開示の対象とはしていません。

 

［有価証券関係に関する注記］ 

第18期（2017年12月31日）

 該当事項はありません。

 

第19期中間期（2018年６月30日） 

 該当事項はありません。

 

［デリバティブ取引に関する注記］ 

１．ヘッジ会計が適用されていないもの

第18期（2017年12月31日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、決算日における契約額又は契約において定めら

れた元本相当額等は、以下のとおりです。

（単位：千円）

区分
デリバティブ取引

の種類等

契約額等
時価

該当時価の

算定方法  うち１年超

市場取引
以外の

取引

金利スワップ取引
支払固定・受取変動

6,794,000 1,794,000 △15,651
取引先金融機関から提示
された価格等によってい

ます。

 

第19期中間期（2018年６月30日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、中間決算日における契約額又は契約において定

められた元本相当額等は、以下のとおりです。

（単位：千円）

区分 
デリバティブ取引 

の種類等 

契約額等 
時価 

該当時価の 
算定方法   うち１年超 

市場取引 

以外の 

取引 

金利スワップ取引 

支払固定・受取変動 
6,088,000 5,288,000 △31,036 

取引先金融機関から提示

された価格等によってい

ます。 
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２．ヘッジ会計が適用されているもの 

第18期（2017年12月31日）

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又

は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ取引

の種類等

主な

ヘッジ対象

契約額等
時価

該当時価の

算定方法  うち１年超

原則的

処理方法

金利スワップ取引

支払固定・受取変動
長期借入金 100,058,750 91,048,000 △388,665

取引先金融機関か
ら提示された価格

等によっていま

す。
金利キャップ取引 長期借入金 4,286,250 － － 

 

第19期中間期（2018年６月30日） 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引について、ヘッジ会計の方法ごとの中間決算日における契約

額又は契約において定められた元本相当額等は、以下のとおりです。

（単位：千円）

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ取引

の種類等

主な

ヘッジ対象

契約額等
時価

該当時価の

算定方法  うち１年超

原則的 
処理方法 

金利スワップ取引 
支払固定・受取変動 

長期借入金 92,443,750 82,654,000 △238,369 

取引先金融機関か

ら提示された価格
等によっていま

す。 

 

［持分法損益等に関する注記］ 

第18期中間期（自 2017年１月１日 至 2017年６月30日） 

 該当事項はありません。

 

第19期中間期（自 2018年１月１日 至 2018年６月30日）

 該当事項はありません。

 

 

［資産除去債務に関する注記］ 

資産除去債務のうち中間貸借対照表（貸借対照表）に計上しているもの 

  １．当該資産除去債務の概要 

    本投資法人は2016年４月１日に取得したホテルセントラーザ博多及び2016年８月19日に取得したホテルアセ

ント福岡において、土地に係る定期借地権設定契約に基づく原状回復義務を有しており、資産除去債務を計

上しています。 

  ２．当該資産除去債務の金額の算定方法 

    使用見込期間を建物の残存使用年数（34年及び48年）と見積もり、割引率は0.484％及び0.394％を使用して

資産除去債務の金額を算定しています。 

  ３．当該資産除去債務の総額の増減 

（単位：千円） 

 
第18期 

自 2017年１月１日 
至 2017年12月31日 

第19期中間期 
自 2018年１月１日 
至 2018年６月30日 

期首残高 441,542 443,577 

有形固定資産の取得に伴う増加 － － 

時の経過による調整額 2,035 1,022 

中間期末（期末）残高 443,577 444,600 
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［賃貸等不動産に関する注記］ 

 本投資法人では、ホテル用の賃貸等不動産を有しています。これらの賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額（貸

借対照表計上額）、期中増減額及び時価は、次のとおりです。 

（単位：千円）

用途  
第18期

自 2017年１月１日
至 2017年12月31日

第19期中間期
自 2018年１月１日
至 2018年６月30日

ホテル

中間貸借対照表計上額（貸借対照表計上額）    

 

期首残高 284,965,547 317,229,208 

期中増減額 32,263,660 △1,049,557 

中間期末（期末）残高 317,229,208 316,179,650 

中間期末（期末）時価 439,390,000 443,890,000 
 

（注１）期中増減額のうち、第18期の主な増加額はヒルトン成田（13,376百万円）、インターナショナルガーデンホテル成田（9,237百万円）及

びホテル日航奈良（10,589百万円）の取得によるものであり、第19期中間期の主な減少額は減価償却費の計上によるものです。 

（注２）中間期末（期末）時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額を記載しています。なお、2018年８月10日付で譲渡したＲ＆Ｂホテル

東日本橋、ザ・ビー 赤坂見附及びザ・ビー お茶の水の第19期中間期末時価には譲渡価格を記載しています。 

 

［セグメント情報等に関する注記］ 

１．セグメント情報

本投資法人はホテル不動産運用事業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

 

２．関連情報

第18期中間期（自 2017年１月１日 至 2017年６月30日） 

(１）製品及びサービスに関する情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

(２）地域に関する情報 

①売上高

本邦の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略していま

す。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

(３）主要な顧客に関する情報

（単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名

株式会社ホテルマネージメントジャパン 2,790,777 ホテル不動産運用事業

エイ・エイ・ピー・シー・ジャパン株式会社 1,427,403 ホテル不動産運用事業

 

第19期中間期（自 2018年１月１日 至 2018年６月30日） 

(１）製品及びサービスに関する情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、

記載を省略しています。
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(２）地域に関する情報 

①売上高

本邦の外部顧客への営業収益が中間損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略していま

す。

②有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が中間貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しています。

 

(３）主要な顧客に関する情報

（単位：千円）

顧客の名称 営業収益 関連するセグメント名

株式会社ホテルマネージメントジャパン 2,868,869 ホテル不動産運用事業

エイ・エイ・ピー・シー・ジャパン株式会社 1,498,974 ホテル不動産運用事業

 

［１口当たり情報に関する注記］ 

１口当たり純資産額は、以下のとおりです。

 
第18期

（2017年12月31日）
第19期中間期

（2018年６月30日）

１口当たり純資産額 50,354円 48,301円 

 

１口当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
第18期中間期

自 2017年１月１日
至 2017年６月30日

第19期中間期
自 2018年１月１日
至 2018年６月30日

１口当たり中間純利益金額 1,581円 1,592円 

（算定上の基礎）    

中間純利益金額（千円） 5,951,069 6,387,162 

普通投資主に帰属しない金額（千円） － －

普通投資口に係る中間純利益金額（千円） 5,951,069 6,387,162 

期中平均投資口数（口） 3,761,907 4,010,847 

（注）１口当たり中間純利益金額は、中間純利益金額を期中平均投資口数で除することにより算定しています。 

   また、潜在投資口調整後１口当たり中間純利益金額については、潜在投資口がないため記載していません。 

 

- 41 -



［重要な後発事象に関する注記］ 

１．資産の譲渡について 

本投資法人は、2018年８月10日付で下記のとおり、３物件を譲渡しました。 

譲渡資産の名称 Ｒ＆Ｂホテル東日本橋 

譲渡資産の種類 不動産信託受益権 

用途別区分 ホテル 

所在地 東京都中央区 

譲渡価格（注１） 3,050百万円 

帳簿価額（注２） 1,483百万円 

不動産等売却益の見込み額（注３） 1,543百万円 

譲渡日 2018年８月10日 

譲渡先 合同会社タイガー２ 

（注１）譲渡価格には、譲渡費用、固定資産税・都市計画税等の精算額、消費税及び地方消費税は含まれていません。 

（注２）2018年７月末日の帳簿価額（見込み額）を記載しています。 

（注３）譲渡価格から2018年７月末日の帳簿価額（見込み額）及び譲渡費用（見込み額）を差し引いた金額を記載しています。 

 

譲渡資産の名称 ザ・ビー 赤坂見附 

譲渡資産の種類 不動産信託受益権及びホテルに付随する動産 

用途別区分 ホテル 

所在地 東京都港区 

譲渡価格（注１） 6,600百万円 

帳簿価額（注２） 6,293百万円 

不動産等売却益の見込み額（注３） 265百万円 

譲渡日 2018年８月10日 

譲渡先 合同会社タイガー２ 

（注１）譲渡価格には、譲渡費用、固定資産税・都市計画税等の精算額、消費税及び地方消費税は含まれていません。 

（注２）2018年７月末日の帳簿価額（見込み額）を記載しています。 

（注３）譲渡価格から2018年７月末日の帳簿価額（見込み額）及び譲渡費用（見込み額）を差し引いた金額を記載しています。 

 

譲渡資産の名称 ザ・ビー お茶の水 

譲渡資産の種類 不動産信託受益権及びホテルに付随する動産 

用途別区分 ホテル 

所在地 東京都千代田区 

譲渡価格（注１） 2,500百万円 

帳簿価額（注２） 2,353百万円 

不動産等売却益の見込み額（注３） 128百万円 

譲渡日 2018年８月10日 

譲渡先 合同会社タイガー２ 

（注１）譲渡価格には、譲渡費用、固定資産税・都市計画税等の精算額、消費税及び地方消費税は含まれていません。 

（注２）2018年７月末日の帳簿価額（見込み額）を記載しています。 

（注３）譲渡価格から2018年７月末日の帳簿価額（見込み額）及び譲渡費用（見込み額）を差し引いた金額を記載しています。 
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２．借入金の期限前弁済について 

本投資法人は、上記１.「資産の譲渡について」に記載した物件売却代金の一部を弁済原資として借入金の期限

前弁済を行いました。 

タームローン48 

借入先 株式会社三井住友銀行 

弁済前借入残高 5,000百万円 

弁済金額 5,000百万円 

借入日 2018年４月26日 

元本返済期日 2018年12月28日 

利率 基準金利（全銀協１ヶ月日本円ＴＩＢＯＲ）＋0.275％ 

弁済日 2018年８月10日 

弁済後借入残高 0円 
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５【販売及び買戻しの実績】

計算期間 販売日 販売口数 買戻し口数 発行済投資口の総口数

第18期

2017年７月５日
236,000口

(136,257口)

0口

(0口)
3,997,907口

2017年８月２日
12,940口

(0口)

0口

(0口)
4,010,847口

第19期中 該当事項はありません。 4,010,847口

（注１）括弧内の数は、本邦外における販売口数です。 

（注２）本投資法人による投資口の買戻しの実績はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書 

 

    2018年９月20日

     

ジャパン・ホテル・リート投資法人  

役員会 御中

 

  有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 畑 岡   哲 ㊞ 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
公認会計士 米 永 隆 司 ㊞ 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「投資法人の経理状況」に掲

げられているジャパン・ホテル・リート投資法人の2018年１月１日から2018年12月31日までの第19期計算期間の中間計算

期間（2018年１月１日から2018年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間投資主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び中間注記表について中間監査を行った。 
 
中間財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作

成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用

な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行っ

た。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これ

に基づき中間監査を実施することを求めている。 

中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の

一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸

表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選

択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、

リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表

示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によ

って行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。 

当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
 

中間監査意見 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ジャパン・ホテル・リート投資法人の2018年６月30日現在の財産の状態並びに同日をもって終了する中間計算期間

（2018年１月１日から2018年６月30日まで）の損益及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

 

強調事項 

中間注記表の「重要な後発事象に関する注記」に記載されているとおり、投資法人は資産の譲渡を行っている。 

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。 
 

利害関係 

投資法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上
 
（注） 

１．上記は、独立監査人の中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本投資法人が別途保管しております。 

２．XBRLデータは中間監査の対象には含まれておりません。 
 


